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資料１



行財政改革プラン （策定；１６年３月 計画期間；１６年度～２０年度）
背景 目的 主な取組 財政調整用基金・県債残高（成果）

○国の三位一体の改革により、１６年
度の地方交付税等が大幅に削減

○17年度収支で約２２６億円の赤字
が生じ、財政調整用基金は枯渇、
財政再建団体へ転落する恐れ

○２０年度には約1,455億円の累計赤字

財政の健全化

○大規模施設の見直し
・香りの森博物館など８施設の廃止
・指定管理者制度導入、ネーミングライツの導入・拡大

○公社等外郭団体等の解散・統合・出資引揚げ
・国際交流センターなど11団体の解散・統合・出資引揚げ

○総人件費の抑制
・職員定数を675人削減(知事部局等510人 教育委員会165人)
・職員給与の見直し（知事等三役給料・管理職手当10％削減、一般職

給料2％削減、級別構成の見直し）

○組織の見直し
・地方機関の再編(振興局(12→6))

○財政調整用基金残高(20年度末)
枯渇見込み→実績:358億円

(+358億円)
○県債残高(20年度末)

目標:1兆33億円→実績:1兆125億円
(+92億円)

※臨時財政対策債除き
15末:9,284億円→20末:8,260億円

緊 急 行 財 政 改 革 本 部 会 議 の 設 置
（ 財 政 危 機 宣 言 ）

15年
8月

中長期的な財政収支の試算（H15.7時点見込み）
で、１９年度に約１７９億円の赤字が生じ、財政
再建団体へ転落する恐れが発生

15年
10月 行 財 政 改 革 推 進 委 員 会 の 設 置

中期行財政運営ビジョン （策定；２１年３月 計画期間；２１年度～２３年度）
背景 目的 主な取組 財政調整用基金・県債残高（成果）

○米国の金融危機に端を発した経済
危機による景気の急速な冷え込み

○２３年度末までに財政調整用基金は
枯渇の可能性

○「プラン２００５」の更なる推進

一層の収支改善

政策実現の下支え

○大規模施設の見直し
・緑化センターなど３施設の廃止

○公社等外郭団体等の解散・統合・出資引揚げ、指導監督
・道路公社など16団体の解散・統合・出資引揚げ
・指導指針を策定し経営状況等の把握・公表、点検評価を実施

○総人件費の抑制
・職員定数を355人削減(知事部局等265人 教育委員会90人)

○財政調整用基金残高(23年度末)
目標:35億円→実績:455億円

(+420億円)
○県債残高(23年度末)

目標:1兆651億円→実績:1兆418億円
(△233億円)

※臨時財政対策債除き
23末:7,572億円（10年連続減少）

行財政高度化指針 （策定；２４年３月 計画期間；２４年度～２７年度）
背景 目的 主な取組 財政調整用基金・県債残高（成果）

○国内外の情勢は不透明で、今後の
県内経済や県予算への影響が計り
難い状況

○個人の価値観や生き方が大きく
変化しており、県民ニーズも
多様化・高度化

行政の質の向上

行革実践力の発揮

○県民サービスの向上
・各種相談体制・窓口の充実(いつでも子育てほっとラインの充実等）

○政策県庁を支える人材育成
・人材育成方針の改訂(キャリア開発プログラムの導入等)
・職員研修の充実（県と市町村の職員研修を一元的に行う大分県自治

人材育成センターの設置等)

○持続可能な行財政基盤の確立
・歳入の確保(未利用財産の売却・貸付、広告収入の確保、ネーミング

ライツの導入拡大等)
・歳出の削減(団体補助金の見直し、公債費の抑制、退職手当の見直し等)

○財政調整用基金残高（27年度末）
433億円

○県債残高(27年度末）
1兆403億円
※臨時財政対策債除き

27末:6,567億円(14年連続減少)

15年
7月
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これまでの行財政改革の取組（平成１６年度～２７年度）



【今後の財政収支見通し】高度化指針と同様に毎年度４０億円の歳入確保・節減の取組を行った場合でも、３１年度末の財政調整用基金残高は２４５億円まで減少

第 １ 策 定 の 背 景

第 ３ 取 組 の 柱

【今後の行財政運営の課題】
①少子高齢化・人口減少社会の到来(H22：119.7万人→H52：95.5万人）

②社会保障関係費の増大(H17：445億円→H26：694億円→H31：876億円）

③公共施設・社会インフラの老朽化
(県有建築物の保全経費見込：今後20年間で約1,400億円)

④将来の発展に向けた基盤づくり(高速交通ネットワークの整備や屋内スポーツ施設の新設など）

⑤職員数の状況と退職者の増加 (退職手当額H26:126億円→H30:171億円→H31:162億円)

（これまでに職員定数△2,261人→ 同規模団体比較では、一般行政職員数は23団体中12位）

⑥一般財源確保の懸念(国の基礎的財政収支黒字化(H32)の影響）

(１）県税収入のさらなる
確保

（２）税外未収債権の管理
強化

（３）基金の見直し
（４）有利な財源の確保

（１）事務事業の見直し
（２）総人件費の抑制
（３）社会保障関係費の

適正化
（４）公債費等の抑制
（５）公営企業の健全経営

・あり方の見直し
（６）危機に対応できる機

動的な行財政運営

（１）県有財産の利活用推進
（２）公共施設等の総合的な

管理
（３）公の施設等の見直し

（１）ＮＰＯ等民間との
協働の推進

（２）市町村との連携
（３）県を越えた広域連携

１ 歳入の確保 ２ 歳出の見直し
３ 資産マネジメントの

強化
４ 組織の見直し

・人材の育成活用
５ 多様な主体との連携

・協働の推進

（１）組織・機構の見直し
（２）公社等外郭団体等の

見直し
（３）人材の育成と活用
（４）職員の意識改革と

業務の効率化

【これまでの行革の取組】
「行財政改革プラン」(H16～20)、「中期行財政運営ビジョン」(H21～23)、「行財政高度化指針」(H24～27)に基づき、聖域なき行財政改革の取組を実施
⇒２７年度末の財政調整用基金残高は４０７億円を確保、県債残高は３年連続で減少の見込み

より一層の行財政改革に取り組み、行財政基盤の強化を図ることが必要

第 ２ ア ク シ ョ ン プ ラ ン の ポ イ ン ト

○基 本 目 標 新長期総合計画を支える行財政基盤の強化 ①３１年度末の財政調整用基金残高３２４億円を確保

②３１年度末の県債残高総額を１兆３００億円までに抑制
また、臨時財政対策債除きで６，１５０億円までに抑制（２６年度末から１０％減）

○取組の視点 「選択と集中の推進」、「原点に立ち返った見直し」、「地道な取組の実行」
→見通しを持って計画的に取り組むため、アクションプランを策定  具体的な取組項目・時期を明示 ※１２０項目

○対 象 期 間 平成２７年１０月～３２年３月

安定的な財政運営に必要な財政調整用基金残高約３２０億円程度（標準財政規模の１０%）を確保するためには、約８０億円が不足
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大分県行財政改革アクションプランの概要（平成２７年度～平成３１年度）



「大分県行財政改革アクションプラン」の進捗状況総括表（平成２９年度末現在）

※ １．「１．項目数」について、実績が目標を上回っているものは、実施予定年度を前倒して実施した取組（社会教育総合センターの廃止、庁内サーバーのクラウド化）
２．「新規取組」は、アクションプランの趣旨に沿って新たに実施した取組（おおいた元気創出基金の活用、企業立地促進資金貸付基金の活用、タブレット端末を活用したモバイルワークの導入等）
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（単位：億円）

目標 実績 差引 達成率 目標 実績 差引 達成率

① ② ③ ④（③－②） ⑤（③÷②） ⑥ ⑦ ⑧ ⑨（⑧－⑦） ⑩（⑧÷⑦）

14 13 13 0 100.0% 7.0 3.6 7.2 3.6 200.0%

　県税収入のさらなる確保 - - - - - 4.6 1.4 4.3 2.9 307.1%

　基金等の見直し - - - - - 2.4 2.2 2.9 0.7 131.8%

29 28 28 0 100.0% 43.3 18.6 27.5 8.9 147.8%

　事務事業の見直し - - - - - 42.1 17.9 25.7 7.8 143.6%

　義務的経費の見直し - - - - - 1.2 0.7 1.8 1.1 257.1%

32 23 24 1 104.3% 28.1 15.2 22.1 6.9 145.4%

　県有財産の利活用推進 - - - - - 20.5 10.8 16.4 5.6 151.9%

　公共施設の総合的な管理等 - - - - - 7.6 4.4 5.7 1.3 129.5%

35 31 32 1 103.0% - - - - -

10 10 10 0 100.0% - - - - -

（1）
120 105 107 2 101.9% 78.4 37.4 56.8 19.4 151.9%

　　新規取組（アクションプラン掲載項目外）
（2）

- - 11 11 - - - 2.4 2.4 -

120 105 118 13 112.4% 78.4 37.4 59.2 21.8 158.3%

項　　目

１．項目数 ２．効果額

目標総数 目標総額
うちH27～29年度 うちH27～29年度

合　計（（1）＋（2））

１　歳入の確保

２　歳出の見直し

３　資産マネジメントの強化

４　組織の見直し  ・人材の育成活用

５　多様な主体との連携・協働の推進

計



実施時期 備考

1  長者原オートキャンプ場・長者原園地
指定管理期間終期

（H30年度）

2  リバーパーク犬飼
指定管理期間終期

（H31年度）

3  庄内屋内競技場
指定管理期間終期

（H30年度）

4  社会教育総合センター H31年度までに検討 H28取組完了

5  香々地青少年の家・九重青少年の家 H31年度までに検討

6  別府港北浜ヨットハーバー H28年度に導入 H28取組完了

7 マリンカルチャーセンター H28、29年度

指定管理者制度を含めた
民間活力の導入を検討

見直しの内容

市町村や民間による活用
を検討

廃止も含めた利活用のあり
方を検討

 県内唯一の施設であることなどを踏まえ、県有施設として継続する
 　方針決定。
 地域活性化に資するため、利用者数の増加に向けて、市と連携して
　 取り組む。

 H28年度末で廃止。施設は別府市へ譲渡。

 引き続き直営を継続方針を決定。

 H28.4.1から指定管理者制度導入。

施　　設　　名

指定管理者制度の導入

施設や用地の利活用に係
る提案募集を実施

進　　　捗　　　状　　　況

 オートキャンプ場は、九重町に無償譲渡し、園地は引き続き県が所
　 有する方針を決定。
 オートキャンプ場と園地を一体的に管理するため、九重町と共同で
　指定管理の公募を行う。

 施設が河川敷にあるため移譲はできず、委託料を支払った上で豊
　 後大野市に2年間の指定管理を継続する方針を決定。
 豊後大野市及び県の関係課で利活用について協議。
 県、市施設の相乗効果を発揮するための施設改修を豊後大野市に
   おいて実施（豊後大野市にて6月補正で基本計画策定予算を計上予
   定）し、将来的には民間活力の導入を目指す。

 民間事業者からの提案を受けることと、指定管理期間を延長（1年
　 間）する方針を決定。
 利活用に係る提案募集（H29.2.24～H29.5.24）を実施（応募なし）。
 指定管理期間終了により利用を休止（H30.4）。
 2次公募に繋がるよう、民間事業者への施設紹介等を強化。

1  （株）サン・グリーン宇佐
3,700千円(出資金)

【12.3%】

2  （一財）大分県自動車会議所
500千円（出捐金）

【20.4%】

3  （公財）日田玖珠地域産業振興センター
1,600千円（出捐金）

【32.0%】

4  （一財）大分県中小企業会館
1,000千円（出捐金）

【44.4%】
H28取組完了

5  （株）大分ボール種苗センター
11,250千円（出資金）

【25.0%】
H29取組完了

6 九州乳業 （株）
28千円（出資金）

【0.3%】
H29取組完了

進　　　捗　　　状　　　況

 株式会社サン・グリーン宇佐から新法人へ事業譲渡（H30.4）。
 ・ 今後は、新法人にて決算、清算を行い、出資は無価値となる。
 「東の玄関口」としての拠点化戦略及び災害時連携、ＲＷＣ等による
　政策的関与の必要性が高まっており、当面は出資関係を継続する。
 経営状況は改善しているものの、ふるさと納税返礼品を取り扱う等、
　日田地域の復旧・復興に貢献していることから、当面出資関係を継続
・ 催事委託（県）等を通じて、経営改善への支援を継続。

県出資等の金額
【　】は出資等比率

備考

 出捐金の返還を受け（H28.11）、出資関係を解消。

団　　体　　名

 県保有株式（出資金、225株）を評価額15,291千円で、（株）M＆B
　 Floraに売却（H30.2）し、出資関係を解消。
 県保有株式（出資金、5,510株）を額面28千円で、大分県酪農業協
　 同組合に譲渡（H30.3）し、出資関係を解消。

見直しの内容

出資関係の解消につい
て検討

アクションプランに基づく公社等外郭団体及び公の施設の見直しの進捗状況
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※網掛け部：今後の取組方針が定まっているもの



新たな行財政改革の取組について

新たな視点

○ 従来の延長線上ではなく、将来の危機を克服する姿を想定し、バックキャスティングに新たな行政運営のあり方を検討

ＩＣＴの活用を前提とし、省力化・効率化と住民サービスの向上を同時に実現する自治体行政を展開

県・市町村の二層制や市町村ごとの個別行政を柔軟化し、地域に応じた行政の共通基盤を構築

“高齢者の生活の質の向上・負担軽減”と“社会保障給付費の抑制”を同時に実現する持続可能な社会保障のあり方を構築

施設経営において、長期的なコスト（ライフサイクルコスト）の縮減を図るため、予防保全を実施

○ これまで、累次の「行財政改革プラン」（H16～20）、「中期行財政運営ビジョン」（H21～23）、「行財政高度化指針」（H24～27）及び「大分県行財政
改革アクションプラン（H27～31）」に基づき、聖域無き行財政改革の取組を実施

○ 特に、現アクションプラン（H27～31）では、「長期総合計画を支える行財政基盤の強化（ 末：財調基金残高324億円、県債残高総額１兆300億
円）」を基本目標として、期限を定めて120超の項目に取組み、未利用財産の売却・貸付、基金の有効活用等の成果を挙げてきたところ

○ 今後、新たな行財政改革の取組について、次期プラン策定を見据えて検討を進めていくこととしたい

将来の危機

○ ２０４０年頃にかけて、現役人口が急速に減少する一方で高齢者数がピークを迎え、既存の社会経済モデルが機能しないおそれ

○ 現在、国では、社会保障、社会資本整備、子育て・教育、地方行財政の各分野について、 ２０４０年を見据えた抜本的な改革を検討中

【2040年の姿】

・生産年齢人口（15～64歳）の減少により労働力の確保が課題 （2018年）7,516万人 → （2040年）5,978万人

・団塊ジュニア世代が高齢化し、高齢者人口がピーク 65歳人口：3,387万人→3,921万人 （16%増） 75歳人口：1,632万人→2,239万人（ 37%増）

・社会保障給付費が現在の1.57倍に 121.3兆円 → 190兆円 （68.7兆円増、 56.6%増） ＧＤＰ比：21.5% → 24.0%
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その他特定財源 2,185億円 一般財源 3,732億円

人件費

1,486億円

(39.8％)

公債費

934億円

(25.0％)

税収見合

交付金

・

地方

消費税

清算金

303億円

(8.1％)

社会保障関係費

391億円

(10.5％)

投資的経費

286億円(7.7％)

その他

332億円(8.9％)

臨財債 ５億円

建設地方債等

９２９億円

その他特定財源 2,158億円 一般財源 4,011億円

人件費

1,365億円

(34.0％)

公債費

826億円

(20.6％)

税収見合

交付金

・

地方

消費税

清算金

563億円

(14.0％)

社会保障関係費

724億円

(18.1％)

投資的経費

172億円(4.3％)
その他

361億円(9.0％)

臨財債 ２０７億円

建設地方債等

６１９億円

当初予算総額における一般財源の充当内訳

○平成３０年度当初予算（6,169億円）

○平成１７年度当初予算（5,917億円）

6



本日の議論

7

○人口推計（議論の前提）

○行政運営（働き方改革／業務効率化／広域行政／内部統制 等）

○社会保障（自立支援型ケアマネジメント／高齢者の社会参加／医療費適正化 等）

○インフラ・公共施設（長寿命化対策／市町村に対する支援／廃校の利用促進 等）

○その他



人口推計
（議論の前提）



（出典）H30.4.11 財政制度等審議会財政制度分科会資料9
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将来推計人口（国立社会保障・人口問題研究所）
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・75歳以上人口 ＋22.1％
・高齢化率 38%（＋8%）
・生産年齢人口 ▲28%
・年少人口 ▲29%

・75歳以上人口 ＋37.2%
・高齢化率 35%（＋9%）
・生産年齢人口 ▲23%
・年少人口 ▲25%

・後期高齢者数の増に伴う医療・介護需要の増
・高齢化率の上昇に伴う税・社会保険料負担の増
・生産年齢人口の減少に伴う担い手不足



高齢者を75歳以上、現役世代を20歳～74歳とした場合

高齢者を65歳以上、現役世代を15歳～64歳とした場合

大分県における高齢者1人を支える現役世代人数の推移

358,626 349,364 321,617 284,153 250,940 226,724 211,711 200,982 188,673 176,950 164,815 153,873 143,667 135,725 
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※1980年～2015年人数については総数に年齢不詳人数を含む 国勢調査及び国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口［平成30年推計］」より作成 11

・74歳までを現役世代とすると2.6人で1人の高齢者
を支えることが可能



12

人口段階別市町村の変動（２０１５年 ２０４０年）

2015年人口

人口増減率

増加 0～▲10% ～▲20% ～▲30% ～▲40% ～▲50% ～▲60% ▲60%～

100万人～ （3団体） （6団体） （2団体）

50～100万人 （6団体） （8団体） （10団体）

20～50万人 (17団体)
大分市
（36団体）

（25団体） （12団体） （1団体）

10～20万人 （19団体） （34団体）
別府市
（59団体）

（31団体） （8団体） （1団体）

3～10万人 （41団体） （63団体）

中津市
由布市
（98団体）

宇佐市
（150団体）

日田市、佐伯市、
臼杵市、杵築市、

豊後大野市
（117団体）

（27団体）

1～3万人 （21団体） （21団体）
日出町
（40団体）

豊後高田市
（87団体）

玖珠町
（134団体）

津久見市
竹田市
国東市
（107団体）

（18団体） （1団体）

1万人未満 （5団体） （12団体） （21団体） （51団体）
九重町
（120団体）

（149団体） 姫島村
（99団体）

（22団体）

※国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（H30.3）」から作成
※（）数値は、該当の市区町村数（全国）

・小規模市町村ほど人口減少が加速。

・大幅な人口減少により、中山間地域で集落の維持や従来の
行政サービスの維持が難しくなるおそれ。



２０４０年
団塊ジュニアが

後期高齢者になりはじめる

２０６０年
国ビジョン

「１億人程度の人口確保」

２１００年
県ビジョン

「１００万人近くの人口維持」

・国が目指す将来人口：まち・ひと・しごと創生長期ビジョン（H26策定）
・大分県が目指す将来人口：大分県人口ビジョン（H27策定）

・全国人口（H29推計）：国立社会保障・人口問題研究所の公表データ（H29）
・将来人口（H30推計）：国立社会保障・人口問題研究所の公表データ（H30）

及び大分県の独自推計（H30）

「大分県が目指す将来人口」の算出仮定値
【自然増（合計特殊出生率）】

2030年に2.0（県民希望出生率） 2040年に2.3（国仮定値＋0.2％）
【社会増】

2020年に増減均衡 2025年以降 社人研推計値＋1,000人程度

「国が目指す将来人口」の算出仮定値
【自然増（合計特殊出生率）】

2030年に1.8程度（2020年1.6程度） 2040年に2.07程度
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・国（2060年に１億人確保）や大分県（2100年に100万人維持）は、それぞれ
中長期ビジョンを持って人口維持に強力に取り組んでいる。

・一方、人口維持の取組は短期間では成果が出にくく、また、団塊（ジュニア）
世代の高齢化に伴う少子高齢化の構造的課題は目前に差し迫っていること
から、これに対応するための行財政改革が必要である。

人口の将来推計とビジョン

国

大分県



行政運営



県職員数の確保

（出典）H30.6.15 総務省自治体戦略2040構想研究会資料

大分県職員年齢別構成表
（全体・非現業、H29.10時点）

15

出生数の推移（全国）

○今後、生産年齢人口の減少に伴い、職員採用数を維持することが難しくなるおそれ

○近年、県職員の採用では、団塊の世代の退職に伴い採用数が増える一方、受験者数は減少。特に、技術職の倍率が低化

○また、採用数増により若い職員が増えており、人材育成と業務の質の確保が課題となっている

大分県職員の採用状況の推移

受験者数 合格者数 競争率 受験者数 合格者数 競争率 受験者数 合格者数 競争率

平成９年
（１９９７）

863人 45人 19.2倍 52人 12人 4.3倍 44人 9人 4.9倍

平成１４年
（２００２）

745人 30人 24.8倍 62人 12人 5.2倍 84人 8人 10.5倍

平成１９年
（２００７）

374人 20人 18.7倍 26人 8人 3.3倍 56人 16人 3.5倍

平成２４年
（２０１２）

523人 68人 7.7倍 53人 16人 3.3倍 52人 17人 3.1倍

平成２９年
（２０１７）

399人 67人 6.0倍 28人 12人 2.3倍 36人 15人 2.4倍

土木（※）
採用年次

農業行政 ※「土木」は、平成17年採用以後、「農業土
木」と統合（「総合土木」）
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（出典）H28.8 総務省「国の業務改革の取組方針」

ＢＰＲ、デジタル化・ＲＰＡ、外部委託等による業務の効率化

（出典）H30.2.23 総務省自治体戦略2040構想研究会資料

外部委託

○ 窓口業務（振興局、県税事務所、保健所、土木事
務所等）等について、マイナンバー制度の導入等
も踏まえて

・ＢＰＲ（※）の手法を用いた業務フローの見直し
※ Business Process Re-engineering

・ＡＩ・ＲＰＡ（※）等のＩＣＴの活用
※ Robotic Process Automation

・受付・引き渡し・入力業務等の総合窓口化・

外部委託を検討する余地
（ＲＰＡ・外部委託等）



17 （出典）H30.5.30 総務省自治体戦略2040構想研究会資料



H30.6.15 総務省自治体戦略2040構想研究会資料
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 総務省自治体戦略２０４０構想研究会第２次報告（H30.7.3）において、圏域単位で行政を進めることについて
真正面から認める法律上の枠組みを設け、中心都市のマネジメント力を高める方策の必要性を指摘。

今後、第３２次地方制度調査会（H30.7.5発足）において、具体化に向けた議論がスタートする見込み。



内部統制制度の導入について

○ 人口減少社会において、事務の複雑・多様化や行革の進展により行政サービス提供体制が変化するなか、事務の適正性
の確保の要請が高まることを踏まえ、事務を執行する主体である長自らが、行政サービスの提供等の事務上のリスクを評
価・コントロールし、事務の適正な執行を確保する体制を整備・運用する制度（内部統制制度）が導入される

○ 本県も、平成３２年４月までに、内部統制に関する方針を定め、ＰＤＣＡの方策や全庁の取組体制を整備することが必要

業務の有効性・効率性

業務プロセス 手続ミス、意思決定プロセスの無視、不十分な引継、委託業者とのトラブル

ＩＴ管理 システムダウン、ウイルス感染、専門知識の欠如によるブラックボックス化

予算執行 予算消化のための経費支出、不適切な契約内容による業務委託

法令等の遵守

事件 職員の不祥事

情報管理 書類の偽造・隠蔽、書類の誤り、個人情報の漏洩・紛失、不正アクセス

予算執行 過大・過小徴収、架空受入、発注価額の誤り

契約・経理 契約金額と相違する支払、不適切な価格での契約、収賄、横領

財務報告の信頼性 検収漏れ、財務データの入力誤り

資産の保全 固定資産の非有効活用・不適切管理、耐震基準不足、現金の紛失

その他のリスク

自然災害・事故 地震・風水害、火災、施設における事故、テロ

健康 感染症、食中毒、医療事故、院内感染、水質被害

経済活動 財政破綻、家畜伝染病の発生

その他 住民とのトラブル、マスコミとのトラブル

（地方公共団体におけるリスクのイメージ）

19



20

取組案（行政運営）

○働き方改革の推進（事務事業のスクラップ、会議の効率化、モバイルワーク等の推進）

○ＢＰＲ（業務プロセスの再構築）、ＩＣＴ活用・ＲＰＡ（業務自動化）、外部委託等

職員数の減少と行政課題の複雑・高度化を見据えて、抜本的な業務効率化を図る

○市町村における業務効率化の支援

次の点を踏まえ、市町村における業務効率化の取組を促進する

・小規模市町村において、人口減少（職員数減少）が加速すること
・市町村では、業務の効率化を実現しやすい定型・ルーティーン業務が多いこと
・情報システムは、複数団体での共通化により整備・運営経費の低廉化が見込まれること

○広域行政の推進（水道、下水道、消防等）

市町村間連携や県の補完により、小規模市町村等の省力化・経費節減を図る

○内部統制体制の整備

職員数が減少するなかで、適正な事務執行を確保する



平成30年度、市町村と連携して、大分県水道事業の指針となる「大分県水道ビジョン」を策定
（１）趣 旨：５０年先を見据えた大分県内の水道の理想像を描き、水道事業が抱える諸課題に対し、 「安全」「強靱」 「持続」の

観点から直近10年間の具体的な実現方策や目標を設定し、水道に携わる関係機関の取組の指針とする。
（２）計画期間：平成31年度～平成40年度（10年間）

「安全な水の供給」、「災害に強い施設整備の推進」、 「水道サービスの持続性の確保」

・人材確保、人材育成
・水道水質管理対策

・水道未普及地域対策
（飲用井戸等の衛生確保）

本県の取組

策定のポイント

・経営基盤の強化

・業務委託の導入検討

・広域化の検討・危機管理対策の強化

・水道施設の耐震化
（耐震化計画の策定）

安全 強靱 持続

・老朽化施設の計画的な更新
・水安全計画の策定

水道事業の「広域化」について

市町村（水道事業体）と連携し、圏域（ブロック）ごとに人材育成、資材の共同購入、保守点検業務の共同委託、
運転監視業務の共同委託等の検討及び推進

【財政】 ・人口減少に伴う料金収入の減少
【財政】十分な積立金のない事業体も多く、今後の収益性の向上や工事財源の

確保が必要

【施設】 ・水道施設の老朽化
【施設】老朽化が進行しているほか、耐震化も十分には推進できていない状況も

あり、計画的な管路などの更新が必要

【人員】
・技術職員数の減少
・技術の継承

【人員】水道事業に携わる職員の効率的な配置と現場研修などを通じた人材の
育成が必要

【災害】 ・南海トラフ地震等大規模災害対策
【災害】耐震化計画の策定を推進するとともに、効率的・効果的に耐震化の実施

が必要

大分県水道ビジョンの策定

現状と課題 対策

広域化の進め方
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市町村の消防の広域化の推進について

これまでの国・県の動向 背景

国の新たな動向

県・市町村の連携のもと今後の消防体制のあり方を検討

①平成１８年「消防組織法の一部改正」
○「市町村の消防の広域化に関する基本指針」 を策定、

自主的な消防の広域化を推進

・消防本部の管轄人口規模の目標は、概ね３０万以上
・広域化の期限は平成２４年度末
・ 都道府県において推進計画を策定

 平成２０年３月「大分県消防広域化推進計画」を策定
・「できるだけ早い時期に県１消防本部とすることが

望ましい」とした
・策定後、県内ブロック化(北部・西部・中南部)など、

県１消防本部に向けた協議は、現在まで進展せず
③平成２５年「基本指針」の一部改正
・広域化の期限を平成３０年４月１日まで延長
・消防本部の規模の目標を地域の実情を考慮するよう
変更

・支援を集中的に実施する「重点地域」の枠組みを
創設

 平成２５年３月「大分県常備消防相互応援実施要領」
の見直し
・定期的に訓練を実施し、連携を強化

１ 人口減少社会の到来
・財政面の制約

⇒ 消防力の維持に困難が伴う可能性

２ 高齢化の進展
・救急需要の拡大や予防業務の重要性の増大

３ 大規模・広域災害への対応
・南海トラフ地震、大規模風水害等
≪２＋３≫ ⇒ 消防力の強化が必要

４ 消防車両や職員等の整備率に格差
（車両や担い手の確保に懸念）

・小規模本部の整備率が低い傾向
⇒ 小規模本部の体制強化が必要

⑤平成３０年４月「基本指針」の一部改正
・ 広域化の期限を平成３６年４月１日まで延長

・ 消防の連携・協力の基本的な考え方を追記
（消防指令業務の共同運用等）

・ 県１消防本部を理想的な消防本部のあり方
の一つと追記

・ 重点地域への指定が望ましい地域を追記
（特定小規模本部等）

・ 平成３０年度中をめどに推進計画を再策定

防災局消防保安室

※黒抜き数字は国、白抜き数字は県
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社会保障



大分県の社会保障関係費の決算（予算）額及び全体予算に占める割合の推移
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※H17～28は決算額、H29・30は予算額、H31～34は財政収支見通しによる試算額を記載
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（出典）H30.5.21 経済財政諮問会議・厚労省作成資料26

社会保障給付費の見通し（厚労省作成）

２０４０年度
/２０１８年度

見通しの推計方法（概要）

公的年金 １．３倍 ・平成２６年財政検証（概ね１００年の見通し）に、将来推計人口等を簡易的に反映

医療・介護 １．９倍 ・年齢階級別受療率等に将来推計人口を適用して需要を推計。サービスごとの単価・伸び率等を適用

子供・子育て １．７倍 ・「新しい経済政策パッケージ（人づくり革命）」を織り込んだ上で２０２０年度以降給付の対象者数を固定

その他 １．４倍 ・対ＧＤＰ比を固定して機械的に計算

１．６倍



　

H12年度 H13年度 H14年度 H15年度 H16年度 H17年度 H18年度 H19年度 H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

（補正予算） （当初予算）

○ 第１号保険料　 【大分県平均（標準月額、加重平均）】

○ 第１号保険料　【全国平均（標準月額、加重平均）】

１,０２３
億円

７４１
億円

７６８
億円

８３３
億円

８８２
億円

９２３
億円

１,０２９
億円

４５９
億円

　　 ※ H12～28年度は実績、H29年度は補正予算ベース、H30年度は当初予算ベース　

５６０
億円

６１５
億円

６６２
億円

７０９
億円

１,０５３
億円

７１７
億円

７２６
億円

１,０１7
億円

１,０２１
億円

○ 介護給付費 【大分県計】

９６２
億円

９９７
億円

５，５９９円

（＋４．６％）

第１期（H12～14年度）

第２期（H15～17年度）

第３期（H18～20年度）

第４期（H21～23年度）

第５期（H24～26年度）

第６期（H27～29年度）

３，１９２円 ３，４３３円

（＋７．６％）

４，２１６円

（＋２２．８％）

４，１５５円

（△１．４％）

５，３５１円

（＋２８．８％）

第１期

(H12～14年度)

第2期

(H15～17年度)
第3期

(H18～20年度)
第4期

(H21～23年度)

第5期

(H24～26年度)
第6期

(H27～29年度)

３，２９３円

（＋１３．１％）

４，０９０円

（＋２４．２％）

４，１６０円

（＋１．７％）

４，９７２円

（＋１９．５％）

５，５１４円

（＋１０．９％）

＋１９１円

２，９１１円
＋３５５円

５，７９０円

（＋３．４％）

５，８６９円

（＋６．４％ ）

第7期

(H30～32年度)

第７期（H30～32年度）

介護給付費・保険料の推移

2040年度（厚労省推計）
約９，２００円

１．６倍

27

１．９倍

第７期
/第１期

２．０倍



社会保障に係る負担の増加

28

○ 社会保険料の負担は増加し続けており、税や社会保険料の負担について、社会保障を支える世代の約８７％が負担感を感じている

○ 引き続き将来にわたって社会保障に係る経費とそれを賄う税・社会保険料が増加することが予想され、消費支出への更なるマイナスの影響が懸

念される

〇 事業主に対する負担も同様に増加しており、社員の採用や賃上げへの影響が懸念される

2003年より月収だけでなく、ボーナスにも保険料がかかるようになり料率引き下げ

会社員にかかる社会保険料率の推移

・ ここ１０年間で本人負担料率が約３％増加

年間約１９万円の負担増となっている

・ 消費支出（約375万）に対する消費税率におきかえると５％の増税と

同程度の負担増といえる

年収640万円40歳以上の会社員の場合

（出典）厚生労働省 「平成28年社会保障を支え
る世代に関する意識調査」



29

要介護高齢者増加の見通し

大分県の年齢階級別人口の伸び率の推移
－2010年を100とした場合－

年齢区分別認定者数（大分県）



（出典）H29.11.16 総務省自治体戦略2040構想研究会資料30

高齢者の長寿化と若返り現象



（出典）H30.5.30 総務省自治体戦略2040構想研究会資料31



（出典）H30.5.30 総務省自治体戦略2040構想研究会資料32
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自立後の高齢者の社会参加に向けて

（出典）デイサービスセンター楽・佐藤孝臣氏講演資料



大分県の社会保障関係費（県予算）の見通し

うち一般財源 ： 724（89.3%） 910 1,319
(対2018年度) ： （＋186） （＋595）

○国の「2040年を見据えた社会保障の将来見通し」を踏まえ機械的に試算

【大分県社会保障関係費の分野別経費の主な内訳】
・医 療 ：国民健康保険基盤安定化事業費（116億円）、後期高齢者医療制度負担金（187億円）

重度心身障がい者医療費給付事業費 等
・介 護 ：介護給付費県負担金（162億円） 等
・子ども・子育て：保育所運営費、認定こども園運営費、奨学金給付事業費 等

【推計方法】

①社会保障関係費総額
2018年度大分県当初予算の扶助費をベースに、国の

「2040年を見据えた社会保障の将来見通し」における、
それぞれの分野ごと（医療、介護、子ども・子育て、
その他）の伸び率を乗じて算出

②うち一般財源額
2018年度大分県当初予算の扶助費のうち、一般財源

の割合（89.3％）を2025年度、2040年度も同率と仮定
し、総額に乗じて算出

医 療

その他

介 護

子ども・子育て

＜2040年を見据えた社会保障の将来見通し＞ （単位：兆円）

2018年度

総　数 121.3 140.2 対2018伸び 190.0 対2025伸び

その他 6.7 7.7 114.9% 9.4 122.1%

子ども・子育て 7.9 10.0 126.6% 13.1 131.0%

介　護 10.7 15.3 143.0% 25.8 168.6%

医　療 39.2 47.4 120.9% 68.5 144.5%

年　金 56.7 59.9 105.6% 73.2 122.2%

2025年度 2040年度

※計数はそれぞれの四捨五入の関係により、端数において合計と合致しないものがある
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県民医療費の推計

＜大分県の状況＞
〇本県では、75歳以上の一人当たり医療費は県全体の2.64倍となっている。
〇75歳以上の県人口に占める割合は15.7％だが、県民医療費に占める割合は40.5％となっている。
〇75歳以上人口の推移を見ると全国では2030年以降高止まりとなるが、大分県では2030年をピークに

減少に転ずる。

〇国の「2040年を見据えた社会保障の将来見通し（議
論の素材）」では、2040年の国民医療費は2015年
（39.2兆円）の最大1.75倍（68.5兆円）となると推計し
ている。

〇医療費に占める75歳以上の医療費の割合は、2015年
では大分県が国全体を上回っているものの2025年に
逆転し、以後、大分県は国よりも低い割合で推移する
と予想される。

〇このため、本県における医療費の伸びは、国の推計
に比べ緩やかになると考えられる。
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【取組と成果】
○ 取組

・特定健康診査の実施率 H24：48.1％ H27：52.0％（全国：50.1％）【全国13位】
・メタボ該当者等の対H20年度比減少率 H24：2.91％ H27：7.07％（全国：2.74％）【全国11位】
・後発医薬品使用割合 H24：29.9％ H28：46.6％（全国：45.4％）【全国21位】
・実績医療費 H24：4,384億円 H28：4,554億円（伸び率 3.9％／全国7.7％）
・人工透析患者数 H25：2,856人 H28：2,915人（伸び率2.06％／全国4.82％）

（参考）外来受療率（H26） 糖尿病：人口10万人当たり197.0人【全国14位】 腎不全等：人口10万人当たり152.0人【全国10位】

○ 成果
・特定健康診査実施率向上、後発医薬品の使用促進、生活習慣病重症化対策や健康寿命の延伸などに取り組んだことにより、H24～H28の

県民医療費の伸び率（3.9％）が全国ベースの伸び率（7.7％）を大きく下回った。
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医療費適正化の推進

１ 県民医療費が増加
▼ 11年間で1.2倍 3,822億円(H17) → 4,556億円(H28)  734億円増

２ 県民一人当たり医療費が高い
▼ 全国6番目の高さ （最も低い埼玉県の1.35倍）

３ 75歳以上の一人当たり医療費が高い
▼ 県平均の2.64倍 （396千円 → 1,045千円）

４ 市町村（国保）ごとの一人当たり医療費に格差有り
▼ 最高額の豊後大野市は最低額の姫島村の1.21倍

５ 医療費の3割は糖尿病性腎症などの生活習慣病が占める
▼ 重症化による人工透析では年間500万円の医療費が必要

医療費を取り巻く現状

１ 保険者間の連携
▼ 国保、協会けんぽ、共済、後期高齢者医療等の保険者間の連携を

強化し、効果的な医療費適正化の取組を推進する必要がある。

医療費適正化に向けた課題

２ 健診等のデータ分析に基づく効果的な保健事業（データヘルス）の実施
▼ 特定健診・医療レセプト・介護レセプト等の各データを連結した

横断的な分析ができていない。
▼ 全保険者のデータを連結した地域ごとの健康課題が明確でない。
▼ 健康課題に応じた効果的な事業実施には十分につながっていない。

３ 医薬品の適正使用と後発医薬品の使用への取組
▼ 重複・多剤服薬の弊害や、後発医薬品の効能への理解にかかる

県民への周知が十分ではない。

「団塊の世代」が全て75歳以上となる2025年に向けて
県民医療費は引き続き上昇することが予想されている。

保健・医療・介護データを個人単位で連結した分析と,分析結果に基づく効果的な保健事業(データヘルス)の実施
● 国→平成３２年度から連結予定
● 大分県→平成３０年度から先行的に実施 （県レベルで初）

（１）保健・医療・介護データを活用した医療費分析

① 国保・協会けんぽ加入者の健診・医療・介護レセプトデータの連結

② 県・市町村・中学校区単位での分析

③ モデル自治体での保健・医療・介護の連携による分析と実践

分析結果に基づく関係課連携・ライフステージ
横断的な実践能力向上

研修を踏まえた医療費分析と実践

（１）保健・医療データを活用した医療費分析

① 国保加入者の特定健診・医療レセプト・要介護認定状況を活用した
医療費分析

② モデル自治体での分析と実践
（Ｈ３０モデル；津久見市・竹田市・宇佐市・由布市）

・ 市町村ごとに取組むべき優先課題の明確化・取組の支援

（２）人材育成

① 第２期データヘルス計画PDCA研修
② 保健・医療・介護連携研修

平成30年度の主な取組

・ 健診未受診者  医療費が高い。 要介護認定の割合が高い。
・ 健診受診率  女性 ＞ 男性

分析内容

・ 就業中 （社保・国保）から発症  重症化, 要介護認定に至る
・ 社保とのデータ連結による医療費分析が必要

分析内容

（全国の先行事例）
・宮城県・富谷市と大学・企業が連携した医療費分析（H27）

 国保・協会けんぽの健診・医療等とのデータの連結
 地域特性として脳血管疾患が浮き彫りとなり、その発症予測を実施
 ショッピングセンター等でのまちかど健診・普及啓発を開始
 事業継続中だが、住民意識の変化が顕著

・ 生活習慣病の発症予測に基づいた発症及び重症化予防
・ 地域の特徴を踏まえた住民への健診受診勧奨・保健指導・

普及啓発等の実施
・ 生活習慣や疾病ごとの介護予防・介護支援の充実

平成31年度の新たな取組
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データヘルスの推進
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介護給付費の分析

〈大分県の状況〉
○大分県では、75歳以上の一人当たり介護給付費は高齢者（65歳以上）全体の2.08倍となっている。
○75歳以上の高齢者人口（65歳以上）に占める割合は51.8％だが、要介護認定者数に占める割合は90.2％となっている。
○75歳以上人口の推移を見ると全国では2030年以降高止まりとなるが、大分県では2030年をピークに減少に転ずる。

○国の「2040年を見据えた社会保障の将来見通し
（議論の素材）」では、2040年の介護給付費は
2018年（10.7兆円）の2.41倍（25.8兆円）となる
と推計している。

○要介護認定者数に占める75歳以上の要介護認定者
数の割合は、大分県が国全体を上回っており、
2035年まで徐々に上昇すると予想される。

○高齢者人口（65歳以上）に占める75歳以上人口の
割合は、2040年まで国と同じ傾向にあるため、要
介護認定者数も同様の割合で推移する。

○本県における介護給付費の伸びは、国の推計と概
ね同様に推移すると考えられる。
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多職種が参画し、
専門的な視点を入れ
たプラン作成

通所型自立支援サービス：改善を目指したプログラムの提供

栄養改善

口腔機能向上 運動機能向上

訪問型自立支援サービス
：生活機能の向上

＊生活のできることを
増やし活動を活発化
していくための支援

＊生活の幅を拡げる
ための機能訓練により、
普遍的自立への移行

介護支援専門員 事業所 等

地域包括
支援センター

保健所

市（保険者）

各種専門職

応用訓練

ADL・IADL改善 →「活動」の向上

＊地域包括ケアシステムの実現に向けた手法。
①高齢者個人に対する支援の充実
②それを支える社会基盤の整備

住民主体の介護予防の推進（地域の受け皿･体制づくり）

「社会参加・役割」づくり QOLの向上

生活機能向上訓練

介護予防に資する
担い手の育成・活動支援

＊地域で住民が自主的･
継続的に介護予防に
取り組めるよう支援

・多職種が協働した高齢者の個別課題の解決
・自立支援に資するケアマネジメント能力の向上
・個別課題の積み重ね→地域課題の明確化
・必要な資源開発や地域づくり …など

自立支援・重度化防止、介護予防の取組の推進

地域ケア会議：効果的なサービス提供に向けた検討

地域づくりによる通いの場拡大･充実
（めじろん元気アップ体操の普及）

＊地域の自助･互助機能を
活用した介護予防の展開
＊高齢者の役割の獲得
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第５期（Ｈ2４ 2６） ６期（H2７ 2９）の給付費と伸び率（実績額）

第５期 第６期 伸び率 ※第4期 5期

国 24兆536億円 25兆2535億円 ５.０％ 17.2％

県 2,790億円 2,806億円 ０.6％ 13.０％
※特定入所者介護（介護予防）サービス費、高額介護（介護予防）サービス費、高額医療合算介護（介護予防）サービス費は含まない

※第６期給付費のうち、H29年度は暫定値（１１カ月分の集計）

県の給付費が国と同じ伸び率（5.0％）で上昇していた場合（推計額）

第５期 第６期 伸び率

国の伸び率で推計 2,790億円 2,930億円 ５.０％

19.7

20.1 20.0

19.6
19.3

18.3
18.0

18.0

17.4

17.8
18.1 18.2 18.3

18.4 18.4

17.0

17.5

18.0

18.5

19.0

19.5

20.0

20.5

H22年度末 H23年度末 H24年度末 H25年度末 H26年度末 H27年度末 H28年度末 H29年度末

要介護認定率の推移【大分県と全国平均の比較】

取組開始
＋2.3％

▲ 0.4％

県 ：▲2.1％
(全国減少幅 1位）

全国：＋0.6％

（％）
資料：介護保険事業状況報告

大 分 県

全国平均

県平均 ：18.0％

全国平均：18.４％

＜H23年度末 → H29年度末 増減＞

＜H29年度末現在 認定率＞

＜対全国比 認定率＞

介護給付費の推移と財政効果額

＜対全国比 認定率＞

第６期は国と比較して ４．４％ 給付費の伸びを抑制

給付費ベースで １２４億円（県負担金１５億円）の抑制効果

差 124億円

差
4.4%
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取組案（社会保障）

○自立支援型ケアマネジメントの徹底

後期高齢者数の増に伴う医療・介護需要の増を見据え、「高齢者の生活の質向上・費用負担軽

減」 と「社会保障給付費の抑制」の実現を図る

○介護現場におけるＩＣＴ・ロボットの活用促進

ケアプランのＡＩ化により業務の質向上と効率化を図る

ロボット活用により介護負担軽減・労働環境改善を図る

○高齢者の就業等マッチング

高齢者の自立支援の進展に伴い、就労等を希望する高齢者が社会参加できる仕組を整備する

・医療・福祉分野の担い手（介護助手等）
・就業（企業等、農林水産業）
・地域活動・ボランティア

○医療費適正化

高齢化率の上昇に伴う税・社会保険料負担の増を見据え、県民の健康増進と負担抑制を図る

・レセプトデータを活用した後発医薬品の使用促進（使用割合の増）、糖尿病性腎症の重症化予防
（人工透析患者数の減少） 等

・健康寿命日本一の取組



高齢者雇用推進施策 体系図 ＜大分県商工労働部雇用労働政策課＞

求職者 企 業

◎40歳以上の求職者の相談窓口
①職業相談・職業紹介
②就職支援セミナーの実施
③キャリアコンサルティング
④起業、就農関係に係る県の相談窓口案内

個別事業所への訪問を通じて、シニア雇用の状況調査、普及・啓
発、事例収集・紹介、各種助成金の案内などを行う。

シニア雇用推進オフィス（平成28年7月設立）

求職者
紹介

求人票
提出

ハローワーク支
援

相談

企業
紹介

支 援

高年齢者支援

事業主支援

マッチング支援

大分県シニア雇用推進協議会

◇協議会構成員
大分県、県内経済団体、雇用関連団体、
シルバー人材センター、社会福祉協議会など全１２団体
※事務局：商工労働部雇用労働政策課

大分県中高年齢者就業支援センター
【国・県の雇用施策の一体的実施事業】

生涯現役促進地域連携事業 （厚生労働省委託事業・H29～H31の３年間）

＜事業目標：働く意欲のあるシニア求職者（おおむね６０歳以上）の掘り起こしとマッチングの強化＞

◆シ ニ ア 向 け 職 業 生 活 設 計 セ ミ ナ ー の 開 催
◆シニア向け就職活動支援セミナーの開催

◆各種団体との共 催 に よ る シ ニ ア 雇 用 普 及 啓 発 事 業 の 開 催
◆企業・団体向け出張セミナーの開催

◆シ ニ ア 世 代 を 対 象 と し た 合 同 企 業 説 明 会 の 開 催

（職場見学会の実施）

＜合同企業説明会開催実績＞
29年度：大分市（H29.10.26）

48企業・310人参加、28人就職
（面接実施：55件）

30年度：大分市 別府市 県北地域
31年度：県内3カ所以上

地域ネットワーク支援

◆シニア世代の就業に関する意識調査の実施
◆シニア雇用推進リーフレットの作成
◆シニア雇用推進のための各種広報活動
◆おおいたシニア雇用推進シンポジウムの開催
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経済産業省 産業構造審議会
「2050経済社会構造部会」第１回会議（Ｈ３０年９月２１日）資料より
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新規就農者の確保や生産性の向上に加え、多様な人材が農業で活躍できる環境を整備

多様な人材の活躍により、創出額目標2,500億円の達成

農業における女性や高齢者など多様な人材の活躍促進

○労働環境の改善による作業員の確保
・高齢者や障がい者を含めた誰もが働きやすい農業

（ユニバーサル農業）の推進

○機械化やスマート技術の活用などによる作業の効率化

【現状と課題】

○創出額2,500億円達成に向けた園芸戦略品目の拡大に必要な労働力の試算

働きたいけど、育児と
の両立は難しい

農作業は年寄りに
はきつい

＜女性＞ ＜高齢者＞ ＜外国人＞
○活用に向けた課題

・空いた時間に働けて経済
的にも助かるね！

・地域の役に立てて生きが
いを感じるね！

③ﾏｯﾁﾝｸﾞ ④労力提供

②申請①登録

集落営農・園芸農家等高齢者等

・草刈りする人が確保できた
から、もっと規模拡大しよう！

・収穫調製する人が確保でき
そうだから、園芸品目にも取
り組もう！

ﾏｯﾁﾝｸﾞ調整

地権者との
連絡調整

登録者管理・研修

サポート機構
（人材バンク）

多様な人材の活用が必要

女性

高齢者

外国人

（試 算） （担い手） （雇用労働力）

4,300人役（40％）

4,300人役（40％）

2,000人役（20％）

17名（3.4名×5年）

もっと働きたいけ
ど、今の制度では

【対 策】

63 63 65 55 63
15 24

0

50

100

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

農家子弟（親元給付金）自営新規就農者数

70

（
人
）

87
656363

大分県労働力確保戦略センターによる労働力活用支援

（地域内でヒト、モノ、カネの循環システムを構築） ○JAが実施主体となった外国人技能実習生受入
体制の整備を引き続き支援
※品目や作業内容の弾力的運用が可能

○親元就農給付金（継続）
・ 給付金の創設により親元就農が増加
・事業費：90名（新規50名・継続40名）×100万円

○農業青年の婚活促進

○地域農業経営サポート機構による「高齢者等人材バンク」の設立

高齢者 外国人材

若者

女性

優良事例
㈱ウーマンメイク

（国東市）

（経営者の育成に向けた就労環境等の整備）
～ おおいた農活女子プロジェクト ～

○女性への情報発信・作業体験
・農業で活躍する女性の情報発信（パブリシティ、SNSなど）
・インターンシップ（短期：5日､長期：30日）

○女性雇用対策（農業法人向け）
・｢労働環境整備セミナー｣の実施による意識醸成

就労条件（ﾌﾚｯｸｽﾀｲﾑ）、環境改善等
・労働環境整備事業（農業法人等提案型）の創設

就労環境整備、シャワー・トイレなど女性雇用を支援

○女性起業対策
・既存の研修制度の充実（女性マネジメントセミナー実施）
・スーパーL資金の金利負担軽減制度の活用
・各種補助金の優先採択

・H27設立
・リーフレタス 30a
・平山社長を含め、従業

員15名全員が女性
・子育て中の女性にあわ

せて、勤務体系を工夫

○センターの概要（大分市）
・構成：菜果野（なかや）アグリ、全農、県農協、県等
・業務：労働力支援（ 10,312人役、 15,297人役）
・日田市に新たに支援拠点を設置（9/21）

⇒支援範囲の広域化、隣県からも作業員を確保

＋
拡充

担い手が新たに
必要とする
雇用労働力

13,300人役/年

自営就農者 企業参入 生産性向上（20％）
2,700人役/年

（機械化・スマート化等）

雇用労働力

10,600人役/年
※自営就農者数（園芸戦略品目）： ～ 平均 72名×7年
　 企業参入件数： ～ 平均（園芸品目戦略のみ）7件×規模1.8倍×7年
　 自然減は含まない

担い手数

609名

17名

504名 88名

担い手数

必要量
（ ～ 計）

確保
可能量

不足量
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インフラ・公共施設
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県営住宅

 有建築物（ 警本部）

 有建築物（教育 ）

 有建築物（知事部局）

バブル景気高度経済成長期

築9年未満
0%

以前

築10～19年
0%

築20～29年
約2.6%

築30～39年
約8.7%

築40年以上 約88.7%
（内築60年以上 約41.1%）

（㎡）

（耐用年数）
木造事務所 24年
鉄骨事務所 38年
鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ事務所 50年

耐用年数超過
＝維持管理費増大
＝県民利用施設等で

倒壊の危険性

※予防保全型予算は、必要額69億円/年に対し、40億円/年。計画の約35％は先送りの状況。

  施設の保全工事前に耐用年数を超過  費用の増大・安全性の低下

スポ公

新館

大分土木
ﾏﾘｶﾙ

大洲

ﾋﾞｰｺﾝ

本館

築40年以上
約26.5%

築30～39年
約25.9%

築9年未満
約6.3%

築20～29年
約22.0%

築10～19年
約19.3% 2015年

2040年97.4％

52.4％

県有建築物の老朽化
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○県内の主なインフラ施設の老朽化の進行状況

※試算方法 ： 「複数年の点検結果の予測値（要補修と診断される数、損傷の程度）」×「損傷の程度に応じた補修費」＝「複数年の予測経費」

港湾施設 1,629
253

［16%］
554

［34%］
1,056
［65%］

今後50年間で

約342.2億円

トンネル 252
34

［13%］
104

［41%］
143

［57%］
今後10年間で

約160億円

橋梁 2,437
579

［24%］
1,225
［46%］

1,474
［60%］

今後10年間で

約370億円

区分 県管理数
建設後50年以上の施設数［割合］ 補修・補強に係る経費

（試算※）2015年度（平成27年度） 2025年度（平成37年度） 2035年度（平成47年度）

公共インフラ施設の老朽化

H30.12.12 国交省社会資本整備審議会・交通政策審議会
技術分科会技術部会社会資本メンテナンス戦略小委員会資料

公共インフラ施設の老朽化の進行状況（全国）
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49 H29.12.7 総務省自治体戦略2040構想研究会資料
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H29.12.7 総務省自治体戦略2040構想研究会資料

長寿命化及び平準化の事例

H29.10.31 総務省自治体戦略2040構想研究会資料

長寿命化の事例

平準化の事例
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予防保全によるライフサイクルコストの縮減

（出典）H24.11.7 国土交通省社会資本整備審議会第41回基本政策部会資料
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県有建築物・インフラの取組状況

○ H27.7に県公共施設等総合管理指針を策定し、以後順次、各施設種別ごとの個別計画の策定し、計画的な点検実施、点検結果
に基づく緊急修繕を実施している。

○ ライフサイクルコストを縮減するための予防保全の取組の具体化が、今後の課題。



総務省資料53



市町村が管理するインフラ施設

　国道

　県道

　市道

凡例

国・県・市道ネットワーク（例）
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市町村の人不足・技術力不足への対応

50人以上 大分市、中津市、日田市

40～49人 ―

30～39人 別府市、佐伯市

20～29人 臼杵市、宇佐市、豊後大野市

10～19人 竹田市、豊後高田市、杵築市、日出町

0～9人 津久見市、由布市、国東市、姫島村、九重町、玖珠町

○県内市町村の土木技術職員数（H30.4.1現在）

市町村の道路担当職員数（全国）

市町村における
地域一括発注の
活用状況（全国）

（出典）H29.12.7 総務省自治体戦略2040構想研究会資料



市町村 小学校 中学校
義務教
育学校

2017年
(人)

2040年
（人）

減少率

大分市 58 33 1 44,213 36,628 -17.2%

別府市 16 9 0 8,964 6,815 -24.0%

中津市 22 10 0 7,699 6,589 -14.4%

日田市 18 12 0 5,794 3,033 -47.7%

佐伯市 22 15 0 5,379 3,177 -40.9%

臼杵市 13 5 0 2,949 1,503 -49.0%

津久見市 9 6 0 1,172 477 -59.3%

竹田市 12 6 0 1,392 800 -42.5%

豊後高田市 11 6 0 1,674 1,203 -28.1%

杵築市 10 3 0 2,336 1,492 -36.1%

宇佐市 27 7 0 4,591 3,161 -31.1%

豊後大野市 11 7 0 2,652 1,529 -42.3%

由布市 11 3 0 2,830 2,413 -14.7%

国東市 11 4 0 1,890 794 -58.0%

姫島村 1 1 0 114 34 -70.2%

日出町 6 3 0 2,760 1,862 -32.5%

九重町 6 1 0 676 406 -39.9%

玖珠町 11 7 0 1,245 614 -50.7%

県合計 275 138 1 98,330 72,530 -26.2%

5～14歳人口学校数（2017年度）

（出典）H29.10.31 総務省自治体戦略2040構想研究会資料

○県内における現存小中学校等数と年少（５～14歳）人口の見通し

年少人口の減少と学校規模の適正化
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廃校の利活用

文部科学省「廃校施設活用状況実態調査」
（平成28年5月1日現在）

高等学校

高等学校

高等学校

高等学校

高等学校

高等学校

高等学校

区                分
う  ち  大  分   県

  廃校の数 ( A )

15.0

2.5

全        国

学 校 数 (校) 割   合(%)

-

92.0

学 校 数(校) 割   合(%)

小学校 79
中学校 20

小学校 113
中学校 23

24

126小学校

中学校 24
24

4

小学校 3

小学校 12

73.1

26.9

9.4

18

2

2.9 4 中学校 1
0

-

小学校 34

15

21.2 24

中学校 3
6

中学校 1

小学校 19
中学校 1

(c /B)

171

174

87.3 160

70.6 117

29.4 43

5.3

6,811

5,943

4,198

1,745

314

1,260

廃校の活用状況(平成14年度～平成27年/調査時点:平成28年5月1日現在)

※平成３０年７月２日時点で活用されていない大分県内の高等学校は４校

  活用の用途が決まっている ( c )

  活用の用途が決まっていない ( d )

  取壊しを予定 ( e ) 

  活用されていないもの ( b )

  活用されているもの ( a )

  施設が現存している廃校の数 ( B )

(d /B)

(e /B)

(B / A)

(a / B)

(b / B)
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取組案（インフラ・公共施設）

○予防保全の推進とＩＣＴ等を活用した効率化・コスト削減
事後保全から予防保全に転換し、将来的な改修・更新費用（ライフサイクルコスト）の縮減を図る
インフラの点検・更新業務の増大を見据え、ＩＣＴ活用により業務効率化・費用削減を図る

○県有建築物の総量縮小、公営住宅の集約化・戸数適正化や民間活力の活用
人口減少や社会情勢の変化に応じて、県有建築物の縮小・集約化等を進め、維持管理コストの
削減を図る

○市町村のインフラ維持管理業務の支援
次の点を踏まえ、市町村間の連携・県の補完、市町村職員の技術力向上等を推進する

・市町村のインフラ賦在量が大きいこと
・例えば、県道（幹線）に対して、市町村道（生活道路）は県民の生活環境に密着していること
・市町村の技術職員数が少ないこと

○廃校舎の利活用
年少人口減少の加速に伴い学校統廃合が増えることを見据え、地域コミュニティの拠点に立地す

る校舎の有効活用を図る



予防保全の推進とICT等を活用した効率化・コスト縮減

小鶴橋（橋梁補修）

○施設の定期点検を着実に進めながら適切なタイミングで補修・補強
・更新を実施する「アセットマネジメント」の取組により、持続可
能で効率的な維持管理を推進。

○予防保全の維持管理を行うことで、施設の長寿命化と維持管理コス
トの平準化が図られ、結果的にトータルコストの縮減へ繋がる。

◆アセットマネジメントの取組

◆ICT等新技術・新工法の導入の推進

○定期点検を確実に行い、対策の進捗状況や予算面の制約を踏まえ、適宜長寿命化
計画を見直し、適切な時期に補修対策を行い、予防保全を推進していく。

●ドローンによる橋梁点検

＜予防保全型の維持管理による、施設の長寿命
化とトータルコストの縮減（イメージ）＞

＜予防保全型の維持管理による、維持管理
コストの平準化（イメージ）＞

●橋梁の赤外線調査
橋梁等のコンクリート構造物
の浮き・空洞などの変状箇所を
赤外線法により、高精度、高効
率に抽出する橋梁点検技術。
赤外線画像解析技術により、遠
望非接触にて浮き・剥離箇所を
検出することが可能。

打音点検費用が軽減されるため
経済性が約５割向上
同様に全体工程も約３割短縮で
きる。

○予防保全の維持管理による効果

据置型熱環境測定装置

貼付型熱環境測定装置

赤外線画像の撮影状況 赤外線画像（左）と判定支援画像（右）操作状況全景 撮影状況

ドローンに高解像度デジタルカメラ(2400万画素を搭載
し、構造物近くを飛行しながら画像の撮影を行い、それ
を基にひび割れの検出解析を行う。写真をつなぎ合わ
せ、構造物全体の写真とし、ひび割れ自動抽出ソフトを
使用することで、クラックの幅、長さ、位置を効率よく
抽出することができる。

ドローンを使用することで人材不足の解消や足場等の大
幅な経費の削減が見込まれる。

●LEDによる維持管理の省力化

トンネル照明のLED化

LED照明灯は、ランプ照明器具耐用年数が他のランプよりも長いため、ラ
イフサイクルコストの低減効果が見込まれる。
土木建築部が管理する国道県道上に設置している道路照明灯は6,999灯。
その内、926灯（低圧ナトリウム、水銀、蛍光ランプ）をH27～H29の3年
間でLED照明に更新した。その結果、維持管理費は累積年間約880万円の
削減となり、ライフサイクルコストの低減が図られている。
引き続きLED照明の導入を進め、維持管理の省力化を推進していく。 59


